　　　　　　蓮田市私道舗装等整備事業補助金交付要綱

　（趣旨）

第1条 この要綱は、私道の整備等を促進し、もって生活環境と福祉の向上及び交通安全に資するため、私道

　の舗装整備工事等を行う者に対し、補助金を交付することについて必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第2条 この要綱において「私道」とは、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三条に規定する道路以外

　の道路で、通常一般私人が所有管理している道路をいう。

　（補助対象）

第3条 補助金の交付対象となる私道は、次の各号に掲げる要件を備え、別表第一の基準以上でなければなら

　ない。

　一　生活道路として、現に一般の用に供されているもの

　二　両端または一端が公道に接しているもの

　三　境界が明確であるもの

　四　工事に支障となる物件がないもの

２　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、前項に規定する私道を利用する自治組織

　が行う舗装排水事業、舗装事業、排水事業又は補修事業とする。

３　前項に規定する事業は、その私道を利用する地域住民の意向が十分反映され、かつ、地域住民の総意を得

　たものでなければならない。

　（補助対象経費）

第四条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は次のとおりとする。

　一　舗装工事にかかる経費

　二　排水工事にかかる経費

　三　補修工事にかかる経費

　四　前各号に規定する工種にかかる諸経費

　（構造）

第五条　補助対象経費となる工事は、別表第二に定める構造とする。

　（補助額）

第6条 補助額は、毎年度予算の範囲内において、補助対象事業に要する経費の三分の二以内で、別表第三に

　定めるとおりとする。

２　前項の規定にかかわらず、当該事業が他の補助制度に基づき、補助を受けるときの補助額は他の制度の補

　助額を控除し、別表第三に掲げる額とする。

　（申請）

第七条　補助金の交付を受けようとするものは、代表者を選任し、代表者（以下「申請者」という。）は蓮田市

　私道舗装等整備事業補助金交付申請書（様式第一号。以下「申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。

　一　案内図

　二　平面図

　三　公図の写し又は測量図

　四　道路横断図

　五　選任書（様式第二号）

　六　誓約書（様式第三号）

　七　権利者調書及び舗装等工事承諾書（様式第四号）

　八　工事見積書（構造図添付）

　九　その他市長が必要と認める書類

　（補助金の決定通知）

第8条 　市長は、前条に規定する申請書を受理したときはその事業内容を審査し、適当と認められたものに対

して、補助金の額を決定し、蓮田市私道舗装等整備事業補助金交付決定通知書（様式第五号。以下「交付決

定通知」という。）をもって申請者に通知するものとする。

　（変更等の承認申請）

第9条 　申請者は、交付決定通知を受けた後に、事業内容を変更するときは、あらかじめ、蓮田市私道舗装等

　整備事業変更等承認申請書（様式第六号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

２　申請者は、事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難となったときには速やかに市長

　に報告し、その指示を受けなければならない。

　（工事着手及び竣功の届出）

第10条 　申請者は、交付決定通知を受けた日から一月以内に、工事に着手するものとし、工事着手前に着工届

　（様式第七号）を、工事竣功後に竣功届（様式第八号）を市長に提出しなければならない。

　（事前着工の禁止）

第十一条　申請者は、交付決定通知を受ける以前に工事を着手してはならない。

　（竣功検査）

第十二条　市長は、第十条に規定する竣功届を受理したときは、速やかに竣功検査を実施するものとする。

２　前項に規定する竣功検査において、申請書に適合していないと認めたときは、申請者に対し手直しを指示することができる。

　（補助金額の確定及び請求書の提出）

第13条 市長は、前条に規定する竣功検査の後、補助金額の確定を行い、蓮田市私道舗装等整備事業補助金

　交付額確定通知書（様式第九号。以下「額の確定通知」という。）により、申請者に通知するものとする。

２　前項の規定により確定通知を受けた申請者は、速やかに補助金交付請求書（様式第十号。以下「請求書」

　という。）を市長に提出しなければならない。

　（補助金の交付）

第十四条　市長は、前条第二項に規定する請求書を受けた後、申請者に対して補助金を交付する。

　（取り消し及び返還）

第十五条　市長は、補助金の交付決定を受けた者又は補助金の交付を受けた者が次の各号の一に該当すると認

　められたときは、補助金の交付を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させること

　ができる。

　一　この要綱の定めに違反したとき。

　二　虚偽の申請があったとき。

　三　その他不正な行為があったとき。

　（事業実施の責務）

第十六条　この要綱の定めにより私道を整備する者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

　一　構造等について補助申請前に市と事前協議すること。

　二　私道境界は関係者において明確にし、市に負担をかけないこと。

　三　事業完了後適正な維持管理をすること。

　（委任）

第十七条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。
別表第一（第三条関係）基準

	補修事業
	排水事業
	舗装事業
	舗装排水事業
	事業名

	一・八メートル以上
	一・八メートル以上
	四メートル以上
	四メートル以上
	道路幅員


	一〇メートル以上
	一〇メートル以上
	一〇メートル以上
	一〇メートル以上
	延長

	四年以上
	四年以上
	四年以上
	四年以上
	築造後経過年数

	四戸以上
	四戸以上
	四戸以上
	四戸以上
	市道に面する家屋数

	
	建築基準法第四十二条の道路とする。　
	備考


別表第二（第五条関係）構造

	補修工事
	排水工事
	舗装工事
	種別

	その都度協議のうえ決定する。
	暗渠施設
	側溝施設
	舗装工
	路盤工
	工種

	
	管径　　　　　　　　　　　　一五センチメートル以上
	深さ、幅　　　　　　　　　　一八センチメートル以上
	アスファルト舗装　　　厚さ　　四センチメートル以上
	砕石　　　　　　　　　厚さ　一〇センチメートル以上
	内容

	表示以外の工種については、その都度協議の上決定する。
	備考


別表第三（第六条関係）補助率

	補修事業
	排水事業
	舗装事業
	舗装排水事業
	種別


	　　　　九○○、○○○円
	三、○○○、○○○円
	二、一○○、○○○円
	四、二○○、○○○円
	補助対象事業額

	　　　　四五○、○○○円
	一、五○○、○○○円
	一、○五○、○○○円
	二、一○○、○○○円
	私道１／２
	補　　助　　金　　限　　度　　額

	六○○、○○○円
	二、○○○、○○○円
	一、四○○、○○○円
	二、八○○、○○○円
	公道を含むもの２／３
	


附　　則

この要綱は、平成二年四月一日から施行する。

　附　　則

この要綱は、平成八年七月一日から施行する。

